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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第１四半期連結
累計期間

第19期
第１四半期連結
累計期間

第18期

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成28年
９月30日

売上高 （千円） 1,455,945 448,750 5,862,228

経常利益金額又は経常損失金額（△） （千円） 17,768 △120,874 381,888

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）
（千円） 17,485 △120,441 323,012

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 17,485 △120,441 323,012

純資産額 （千円） 1,119,653 1,304,738 1,425,179

総資産額 （千円） 5,238,627 6,622,781 5,276,132

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
（円） 0.74 △5.09 13.66

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 21.4 19.7 27.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第18期第１四半期連結累計期間及び第18期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第19期第１四半期連結累計期間

の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスク及び前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、各種政策を背景に、企業業績や雇用環境の改善が継続す

る中、個人消費も底堅く推移し、緩やかな回復基調が続いております。その一方で、アメリカの金融政策による影

響、アジア新興国等の経済の先行経済成長に対する減速懸念等により、先行きは不透明な状況となっております。

当社グループが属する不動産業界におきましては、首都圏における分譲マンション市場では、契約率が概ね好

不調の目安とされる70％を3ヶ月ぶりに上回り、需要は再び堅調に推移している状況となっております。また、収

益不動産市場では、東京都心５区におけるオフィスビルの平均空室率の低下、平均賃料の緩やかな上昇が続いてお

ります。一方で、建築費は依然高止まりしており、円安の進行による建築費の上昇の可能性がある等、不動産業界

を取り巻く市況の動向に注意が必要な状況となっております
※
。

このような事業環境の中、当社グループは、不動産開発事業において、賃貸アパート１棟、戸建及びテラスハ

ウス３棟を売却しております。

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間における経営成績は、売上高448百万円（前年同期比：

1,007百万円減）、営業損失95百万円（前年同期：営業利益45百万円）、経常損失120百万円（前年同期：経常利益

17百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失120百万円（前年同期：親会社株主に帰属する四半期純利益17百

万円）となりました。

※民間調査期間調べ

 

セグメントの業績の概要は、以下のとおりであります。なお、各セグメントの売上高の金額は、セグメント間

の内部売上高又は振替高を含めない数値を記載しております。また、当第１四半期連結会計期間において、「その

他事業」に含めて表示していた「不動産管理事業」について、量的重要性が増したため、報告セグメントとして記

載する方法に変更しており、前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み

替えた数値で比較しております。

 

（不動産開発事業）

当第１四半期連結累計期間における不動産開発事業の売上高は393百万円（前年同期比：555百万円減）、営業

損失は18百万円（前年同期：営業利益94百万円）となりました。当社グループの不動産開発事業は、分譲マンショ

ン開発及び小規模開発に分かれており、その売上高及び営業利益は次のとおりであります。

 

分譲マンション開発

当第１四半期連結累計期間の売上高はなく（前年同期：売上高596百万円）、営業損失は24百万円（前年同

期：営業利益115百万円）となりました。

前年同期は分譲マンション開発１棟（共同事業）を売却いたしましたが、当第１四半期連結累計期間におい

ては物件の売却がありませんでした。当連結会計年度においては、分譲マンション開発２棟（うち１棟は共同事

業）の売却を予定しております。

 

小規模開発

当第１四半期連結累計期間の売上高は393百万円（前年同期比：41百万円増）、営業利益は５百万円（前年同

期：営業損失20百万円）となりました。

賃貸アパートの「FARE代々木上原」等を売却しております。

 

（不動産ソリューション事業）

当第１四半期連結累計期間における不動産ソリューション事業の売上高は51百万円（前年同期比：453百万円

減）、営業利益は１百万円（前年同期比：22百万円減）となりました。当社グループの不動産ソリューション事業

は、収益不動産開発並びにバリューアップ等に分かれており、その売上高及び営業利益は次のとおりであります。
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収益不動産開発

当第１四半期連結累計期間の売上高は14百万円（前年同期比：３百万円増）、営業利益は２百万円（前年同

期比：１百万円増）となりました。

収益不動産開発においては、長期保有目的の不動産から賃料収入を得ております。

 

バリューアップ

当第１四半期連結累計期間の売上高は13百万円（前年同期比：471百万円減）、営業利益は１百万円（前年同

期比：25百万円減）となりました。

前年同期はバリューアップ物件１棟、区分マンション１戸を売却いたしましたが、当第１四半期連結累計年

度においては物件の売却はなく、保有しているバリューアップ物件からの賃貸収入を得ております。

 

不動産コンサルティング、不動産仲介

当第１四半期連結累計期間の売上高は23百万円（前年同期比：15百万円増）、営業損失は２百万円（前年同

期：営業損失４百万円）となりました。

主に、不動産仲介における媒介手数料収入を得ております。

 

（不動産管理事業）

当第１四半期連結累計期間の売上高は２百万円（前年同期比：２百万円増）、営業損失は７百万円（前年同

期：営業損失０百万円）となりました。

主に、賃貸管理業務等の手数料収入を得ております。

 

（その他事業）

当第１四半期連結累計期間の売上高は０百万円（前年同期比：０百万円減）、営業損失は１百万円（前年同

期：営業損失９百万円）となりました。

主に、保険代理店業務等の手数料収入を得ております。

 

(2）財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は6,622百万円（前連結会計年度末：5,276百万円）となり、前連結会計

年度末と比較して1,346百万円の増加となりました。

流動資産は4,893百万円（前連結会計年度末：3,647百万円）となり、前連結会計年度末と比較して1,245百万円

の増加となりました。不動産ソリューション事業におけるバリューアップ物件の取得等により販売用不動産が

1,009百万円増加、不動産開発事業における賃貸アパート開発用地の取得等により仕掛販売用不動産が706百万円増

加したこと等によります。

固定資産は1,729百万円（前連結会計年度末：1,628百万円）となり、前連結会計年度末と比較して101百万円の

増加となりました。投資その他の資産を101百万円取得したこと等によります。

 

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間末の負債は5,318百万円（前連結会計年度末：3,850百万円）となり、前連結会計年

度末と比較して1,467百万円の増加となりました。

流動負債は3,045百万円（前連結会計年度末：3,132百万円）となり、前連結会計年度末と比較して87百万円の

減少となりました。主な要因として、プロジェクトの進捗に伴う建築費等の開発費用の支払いにより買掛金が74百

万円減少したこと等によります。

固定負債は2,272百万円（前連結会計年度末：718百万円）となり、前連結会計年度末と比較して1,554百万円の

増加となりました。主な要因として、不動産開発事業における賃貸アパート開発用地及び不動産バリューアップ事

業におけるバリューアップ物件の取得に伴う借り入れにより、長期借入金が1,544百万円増加したこと等によりま

す。

 

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は1,304百万円（前連結会計年度末：1,425百万円）となり、前連結会計

年度末と比較して120百万円の減少となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が

120百万円減少したことによります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年１月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取 引 業 協 会 名

内容

普通株式 23,654,804 23,654,804

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 23,654,804 23,654,804 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年１月１日から本書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 23,654,804 － 1,436,177 － 1,133,549

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等） － － －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　23,653,400 236,534 単元株式数　100株

 単元未満株式 普通株式　　　 1,404 － －

 発行済株式総数 　　　　　23,654,804 － －

 総株主の議決権 － 236,534 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 696,970 159,423

売掛金 30,601 23,281

販売用不動産 815,015 1,824,421

仕掛販売用不動産 1,919,097 2,625,213

貯蔵品 145 110

その他 187,761 262,447

貸倒引当金 △1,657 △1,561

流動資産合計 3,647,935 4,893,337

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,319,270 1,319,270

その他（純額） 234,183 233,409

有形固定資産合計 1,553,453 1,552,679

無形固定資産   

その他 2,918 3,311

無形固定資産合計 2,918 3,311

投資その他の資産 71,824 173,452

固定資産合計 1,628,197 1,729,443

資産合計 5,276,132 6,622,781

負債の部   

流動負債   

買掛金 165,576 91,130

短期借入金 244,000 278,990

1年内返済予定の長期借入金 2,299,493 2,285,427

1年内償還予定の社債 300,000 300,000

未払法人税等 42,961 2,643

賞与引当金 7,000 -

その他 73,602 86,925

流動負債合計 3,132,633 3,045,117

固定負債   

長期借入金 679,000 2,223,150

その他 39,318 49,775

固定負債合計 718,318 2,272,925

負債合計 3,850,952 5,318,042

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,436,177 1,436,177

資本剰余金 1,134,273 1,134,273

利益剰余金 △1,145,270 △1,265,712

株主資本合計 1,425,179 1,304,738

純資産合計 1,425,179 1,304,738

負債純資産合計 5,276,132 6,622,781
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 1,455,945 448,750

売上原価 1,182,950 361,385

売上総利益 272,995 87,364

販売費及び一般管理費 227,914 183,106

営業利益又は営業損失（△） 45,080 △95,741

営業外収益   

受取利息 2 0

違約金収入 10,000 -

その他 21 41

営業外収益合計 10,024 41

営業外費用   

支払利息 36,008 23,042

その他 1,328 2,133

営業外費用合計 37,336 25,175

経常利益又は経常損失（△） 17,768 △120,874

特別利益   

固定資産売却益 - 715

特別利益合計 - 715

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
17,768 △120,159

法人税等 282 282

四半期純利益又は四半期純損失（△） 17,485 △120,441

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
17,485 △120,441
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 17,485 △120,441

四半期包括利益 17,485 △120,441

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 17,485 △120,441

非支配株主に係る四半期包括利益 - －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

　減価償却費
 

9,787千円
 

 
5,651千円

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

（2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

（2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
不動産
開発事業

不動産
ソリュー
ション事
業

不動産管理
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 948,613 505,229 850 1,454,692 1,253 1,455,945 - 1,455,945

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - - - - - - -

計 948,613 505,229 850 1,454,692 1,253 1,455,945 - 1,455,945

セグメント利益又は損失
（△）

94,607 24,059 △685 117,981 △9,396 108,585 △63,504 45,080

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△63,504千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
不動産
開発事業

不動産
ソリュー
ション事
業

不動産管理
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 393,360 51,984 2,873 448,218 532 448,750 - 448,750

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - 740 740 - 740 △740 -

計 393,360 51,984 3,613 448,958 532 449,490 △740 448,750

セグメント利益又は損失
（△）

△18,585 1,878 △7,136 △23,843 △1,475 △25,319 △70,422 △95,741

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△70,422千円は、セグメント間取引消去83千円と全社費用△70,505千

円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間から、「その他」に含まれていた「不動産管理事業」について量的な重要

性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメント

の区分に基づき作成したものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成27年10月１日

至　平成27年12月31日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成28年10月１日

至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）
0円74銭 △5円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
17,485 △120,441

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

17,485 △120,441

普通株式の期中平均株式数（株） 23,654,804 23,654,804

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

 

―――――

 

―――――

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　また、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年１月31日

株式会社アスコット

取締役会　御中

 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田 中 大 丸　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石 渡 裕 一 朗　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アス

コットの平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アスコット及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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